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◇大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

「平成２９年の地方からの提案等に関する対応方針」が閣議決定され、従うべき基準である「家

庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準」が一部改正されたことに伴い、所要の規定の整備

を行うものです。 

２ 内容  

① 保育所、幼稚園又は認定こども園（以下「連携施設」という。）の確保が著しく困難であると

認める家庭的保育事業者等において、一定の条件を満たす場合は、連携施設に代えて連携協力を

行う者による代替保育の提供ができるときは、家庭的保育事業等を実施することができるものと

します。（第６条関係） 

② 利用乳幼児に食事提供するための搬入施設として、保育所、幼稚園、認定こども園等から調理

業務を受託している事業者のうち市が適当と認める施設を追加します。（第１６条関係） 

③ 平成２７年４月１日以後に家庭的保育事業の認可を得た施設等について、食事の提供のための

調理施設の設置及び調理員の配置に関する基準を適用することを同日から起算して１０年間延

長します。（附則第２条関係） 

３ 施行期日 

公布の日 

 

◇児童ホーム設置条例の一部を改正する条例 

１ 理由 

 入所児童が増加している児童ホームを分割するため、所要の改正を行うものです。 

２ 内容 

片塩及び菅原校区に設置する児童ホームについて、それぞれ２つに分割します。（第２条関係） 

３ 施行期日 

平成３０年１０月１日 

 

 

 

条例第２６号 

大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

平成３０年９月２０日 

大和高田市長 吉田 誠克   

   大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

 大和高田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年条例第１５号）

の一部を次のように改正する。 

 第６条各号列記以外の部分中「並びに第１７条第１項から第３項まで」を「、第１７条第１項から

公布された条例のあらまし 

条 例 
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第３項まで並びに附則第３条」に改め、同条第２号中「いう。」の次に「以下この条において同じ。」

を加え、同条に次の２項を加える。 

２ 市長は、家庭的保育事業者等による代替保育の提供に係る連携施設の確保が著しく困難であると

認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たすと認めるときは、前項第２号の規定を

適用しないことができる。 

 （１） 家庭的保育事業者等と次項の連携協力を行う者との間でそれぞれの役割の分担及び責任の

所在が明確化されていること。 

 （２） 次項の連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障が生じないようにするための措置が講

じられていること。 

３ 前項の場合において、家庭的保育事業者等は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者として適切に確保しなけ

ればならない。 

 （１） 当該家庭的保育事業者等が家庭的保育事業等を行う場所又は事業所（次号において「事業

実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保育が提供される場合 第２７条に規定

する小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号にお

いて「小規模保育事業Ａ型事業者等」という。） 

 （２） 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して小規模保育事

業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認める者 

 第１６条第２項に次の１号を加える。 

 （４） 保育所、幼稚園、認定こども園等から調理業務を受託している事業者のうち、当該家庭的

保育事業者等による給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行でき

る能力を有するとともに、利用乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供

や、アレルギー、アトピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、乳幼児の食事の内容、回数及

び時機に適切に応じることができる者として市が適当と認めるもの（家庭的保育事業者が第２２

条に規定する家庭的保育事業を行う場所（第２３条第２項に規定する家庭的保育者の居宅に限る。

附則第２条第２項において同じ。）において家庭的保育事業を行う場合に限る。） 

 附則第２条中「行う者」の次に「（次項において「施設等」という。）」を加え、同条に次の１項を加

える。 

２ 前項の規定にかかわらず、施行日以後に家庭的保育事業（第２２条に規定する家庭的保育事業を

行う場所において実施されるものに限る。）の認可を得た施設等については、施行日から起算して

１０年を経過する日までの間は、第１５条、第２２条第４号（調理設備に係る部分に限る。）及び

第２３条第１項本文（調理員に係る部分に限る。）の規定は、適用しないことができる。この場合

において、当該施設等は、第２条に規定する利用乳幼児への食事の提供を同条に規定する家庭的保

育事業所等内で調理する方法（第１０条の規定により、当該家庭的保育事業所等の調理設備又は調

理室を兼ねている他の社会福祉施設等の調理施設において調理する方法を含む。）により行うため

に必要な体制を確保するよう努めなければならない。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

条例第２７号 

児童ホーム設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成３０年９月２０日 

大和高田市長 吉田 誠克   

   児童ホーム設置条例の一部を改正する条例 

 児童ホーム設置条例（平成１３年条例第４７号）の一部を次のように改正する。 
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 第２条の表中 

「 

  

                                」を 

「 

 

   

                                 」に、 

「 

 

 」を 

「 

 

 

                                 」に改める。 

   附 則 

この条例は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 

 

 

訓令第７号 

大和高田市庁舎整備庁内検討委員会設置要綱を廃止する訓令を次のように定める。 

  平成３０年９月７日  

大和高田市長 吉田 誠克   

   大和高田市庁舎整備庁内検討委員会設置要綱を廃止する訓令 

大和高田市庁舎整備庁内検討委員会設置要綱（平成２５年訓令第１０号）は、廃止する。 

   附 則 

 この訓令は、告示の日から施行する。 

 

 

 

告示第９８号 

大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第９条及び第９条の２第２

項の規定により放置されていた自転車等を次のとおり移動し、保管したので、同条例第１０条第１項

の規定により告示します。 

平成３０年９月３日 

大和高田市長 吉田 誠克   

１ 移動理由 

自転車等放置禁止区域内及び放置禁止区域外の公共の場所に放置されていたため 

２ 移動年月日、移動対象区域、移動自転車等の数量 

（１） 放置禁止区域 

移動年月日 

近鉄大和高田

駅･ＪＲ高田駅

周辺 

近鉄高田市駅

周辺 

近鉄松塚駅周

辺 

近鉄浮孔駅周

辺 

近鉄築山駅周

辺 

自転車 
原動機

付自転
自転車 

原動機

付自転
自転車 

原動機

付自転
自転車 

原動機

付自転
自転車 

原動機

付自転

片塩児童ホーム 大和高田市旭北町４２１番地 

片塩第１児童ホーム 大和高田市旭北町４２１番地 

片塩第２児童ホーム 大和高田市旭北町３９６番地 

菅原児童ホーム 大和高田市大字吉井３５８番地 

菅原第１児童ホーム 大和高田市大字吉井３５８番地 

菅原第２児童ホーム 大和高田市大字吉井３５８番地 

訓 令 

告 示 
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車 車 車 車 車 

平成３０年８月２日 ２          

平成３０年８月７日 ２          

平成３０年８月８日 １          

平成３０年８月１０日 １          

平成３０年８月１４日 ６          

平成３０年８月２０日 １  ３        

平成３０年８月２１日 １          

平成３０年８月２２日 １  １        

平成３０年８月２７日   ３        

平成３０年８月２９日 ２  ３        

（２） 放置禁止区域外の公共の場所 

移動年月日 場所の区分 地区 自転車 

原動機

付自転

車 

平成３０年８月３日 道路 大和高田市大東町地内 １  

平成３０年８月１０日 道路 大和高田市永和町地内 １  

平成３０年８月２７日 道路 大和高田市永和町地内 １  

３ 保管場所 

大和高田市曽大根 

大和高田市高架下自転車保管所 

４ 引取期間 

告示日から６０日間。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

５ 引取時間 

午前９時から正午までと午後１時から午後４時まで 

６ 引取りのための必要事項 

（１） 印鑑、自転車等の鍵並びに住所及び氏名を確認できるもの（学生証、運転免許証、保険証

等）をお持ちください。 

（２） 次のとおり移動及び保管に要した費用を徴取します。 

ア 移動費 ２，０００円 

イ 保管費 移動日から１４日以内は無料。ただし、無料期間を経過した日以降は、大和高田市

の休日を定める条例第１条第１項各号に掲げる市の休日を除き、１日当たり５０円を

徴取する。総額は、１，０００円を限度とする。 

７ 連絡先 

大和高田市役所 生活安全課 電話０７４５－２２－１１０１代表 

 

告示第１００号 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項の規定において準用する同法第１９条第

１項の規定により都市計画を変更したので、同法第２１条第２項の規定において準用する同法第２０

条第１項の規定により、次のとおり告示し、同条第２項の規定により、当該都市計画の図書を公衆の

縦覧に供する。 

  平成３０年９月１３日 

大和高田市長 吉田 誠克   

１．都市計画の種類及び名称 

名 称  大和都市計画下水道 大和高田市流域関連公共下水道 

２．都市計画を定める土地の区域 

昭和５４年１月大和高田市告示第１号、平成元年９月大和高田市告示第３９号、平成６年１月大

和高田市告示第７号、平成１６年９月告示第９１号及び平成２３年２月２８日告示第１９号の都市
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計画を定める区域に大和高田市大字池田、大字市場、大字岡崎、大字根成柿、大字大谷及び大字野

口地内の各一部を加える。 

３．都市計画の縦覧場所 

  大和高田市 上下水道部 下水道課 

 

告示第１０１号 

平成３０年度国民健康保険税納税通知書を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の

住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２

の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は保険医療課国保係で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出があ

ればいつでも交付します。 

  平成３０年９月１３日 

大和高田市長 吉田 誠克   

１．この納入通知書の発送年月日 

平成３０年７月９日 

２．送達を受けるべき者  

  省略（市役所前掲示場に掲示済み） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに、書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第１０２号  

 大和高田市自転車等の安全利用に関する条例（平成５年条例第１９号）第１０条第３項の規定によ

り利用者又は所有者からの引取りのない自転車等を次のとおり処分しますので、大和高田市自転車等

の安全利用に関する条例施行規則（平成５年規則第３３号）第５条の規定により告示します。 

  平成３０年９月１８日 

大和高田市長 吉田 誠克   

１．処分の根拠 

  移動日から６０日経過したにもかかわらず、引取りがないため 

  大和高田市自転車等の安全利用に関する条例第１０条第３項及び同条例施行規則第５条 

２．処分対象自転車等の保管場所 

  大和高田市曽大根 

  大和高田市高架下自転車保管所 

３．処分年月日 

  平成３０年１２月３日 

４．処分対象自転車等の移動年月日 

  平成３０年６月１日から平成３０年６月３０日までの間 

 

告示第１０３号 

 平成３０年９月議会において成立した次の予算の要領を地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２

１９条第２項の規定により公表します。 

  平成３０年９月２０日 

大和高田市長 吉田 誠克   

１ 平成３０年度大和高田市一般会計補正予算（第４号） 

２ 平成３０年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

３ 平成３０年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計補正予算（第１号） 
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４ 平成３０年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

５ 平成３０年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第１号） 

６ 平成３０年度大和高田市病院事業会計補正予算（第１号） 

 

平成３０年度大和高田市一般会計補正予算（第４号）  

平成３０年度大和高田市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，０３３，０００千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ２５，４２６，２００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額

は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債は、「第２表 地方債補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 
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第２表 地方債補正 
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平成３０年度大和高田市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）  

平成３０年度大和高田市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに
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よる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５３１，６９１千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ８，１１０，４９１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 

 

 

 

平成３０年度大和高田市国民健康保険天満診療所特別会計補正予算（第１号）  

平成３０年度大和高田市の国民健康保険天満診療所特別会計補正予算（第１号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，３００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ１３８，３００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 
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平成３０年度大和高田市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）  

平成３０年度大和高田市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１６７，８８２千円を追加し、歳入歳出予算の総額

を歳入歳出それぞれ６，３０３，３８２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 
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平成３０年度大和高田市後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第１号）  

平成３０年度大和高田市の後期高齢者医療保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めると

ころによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，０７８千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ８１６，０７８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正 
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平成３０年度大和高田市病院事業会計補正予算（第１号） 

 

 

告示第１０４号 

 平成３０年度軽自動車税全期の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の住

所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の

規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部・収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 

平成３０年９月２１日 

大和高田市長 吉田 誠克   

１ この通知の発送年月日 

  平成３０年６月２７日  

２ 送達を受けるべき者 

  省略（市役所前掲示場に掲示済み） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第１０５号 
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 平成３０年度固定資産税・都市計画税第１期の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を受

けるべき者の住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２０条の２の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部・収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 

平成３０年９月２１日 

大和高田市長 吉田 誠克   

１ この通知の発送年月日 

平成３０年６月１日  

２ 送達を受けるべき者 

  省略（市役所前掲示場に掲示済み） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

告示第１０６号 

 平成３０年度市県民税第１期分の督促状を郵送により送達しましたが、その送達を受けるべき者の

住所等が不明であるため、送達できないので、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２

の規定により、次のとおり公示送達します。 

 なお、公示送達に係る書類は財務部・収納対策室で保管し、送達を受けるべき者から交付の申出が

あればいつでも交付します。 

平成３０年９月２１日 

大和高田市長 吉田 誠克   

１ この通知の発送年月日 

平成３０年７月３１日 

２ 送達を受けるべき者 

  省略（市役所前掲示場に掲示済み） 

（注）地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示送達をした日から起算して７日を経過したと

きに書類の送達があったものとみなされます。 

 

 

 

公告第６７号 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。 

 なお、その関係書類を本市市民部産業振興課に備え置いて縦覧に供する。 

  平成３０年９月１０日 

大和高田市長 吉田 誠克   

 

公告第６８号 

公 売 公 告 兼 見 積 価 額 公 告 

 下記により差押財産の公売をしますので、国税徴収法第９５条及び第９９条の規定により公告

します。 

平成３０年９月２５日 

大和高田市長 吉田 誠克   

公 告 



平成３０年１０月１０日（水） 大 和 高 田 市 公 報 第３４７号 

 15 

１ 公売財産の内容 別紙付表のとおり 

２ 公売の方法 入   札 

３ 

公売日時 平成３０年１１月６日 午前１０時００分から 

 

入札 
平成３０年１１月６日 午前１０時４０分から午前１１時００分ま

で 

開札 平成３０年１１月６日 午前１１時００分 

４ 公売場所 橿原市常盤町６０５番地の５ 奈良県橿原総合庁舎 １階 会議室 

５ 
公売保証金 

及び見積価額 
別紙付表のとおり 

６ 
公売保証金 

納付期限 

平成３０年１１月６日 午前１０時００分から午後１０時３０分ま

で 

７ 売却決定 日時 
平成３０年１１月１３日 午前

１０時００分 
場所 

大和高田市収納

対策室 

８ 買受代金納付期限 日時 

平成３０年１１月１３日 午前１１時３０分（ただし、地方

税法第１９条の７第１項ただし書その他の法律の規定に基

づき滞納処分の続行の停止があった場合を除く。） 

９ 
買受人についての

資格その他の要件 
別紙「公売における注意事項」のとおり 

１０ その他 

１.午前１０時までに公売会場に入場し、担当職員の説明を聞いてか

ら入札してください。 

２．公売に参加するためには、上記公売保証金納付期限までに、公売

財産の売却区分ごとに公売保証金を納付いただく必要があります。 

３．次順位買受制度の適用があります。 

４．公売による権利移転に伴う費用（移転登記の登録免許税等）は買

受人の負担となります。 

５．大和高田市は瑕疵担保責任を負いません。 

６．その他については別紙「公売における注意事項」をご覧ください。 

７．公売物件の地図・写真等については大和高田市で閲覧いただけま

す。もしくは、大和高田市ホームページ

（http://www.city.yamatotakada.nara.jp/life/auction.html）で

ご覧いただけます。 

配当を受ける者の権利の申出について 

 公売財産上に質権、抵当権、先取特権、留置権その他この財産の売却代金から配当を受けること

ができる権利を有する者は、売却決定をする日の前日までに、債権現在額申立書によりその内容を

申し出て下さい。 

 なお、債権現在額申立書の用紙は下記担当部署に用意しています。 

※ この公告事項の詳細についてお聞きになりたい方は、下記担当部署までお問い合わせくださ

い。 

大和高田市・収納対策室   ＴＥＬ０７４５－２２－１１０１ （内線２３６） 

公売公告付表 

売却区分 

番   号 
大和高田市－１ 

見積価額 ５２６，０００円 

公売保証金 ６０，０００円 
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公売財産の表示 

（土地の表示） 

所在    奈良県大和高田市甘田町 

地番    ６６２番１７ 

地目    宅地 

地積    ４６．８２㎡ 

（一棟の建物の表示） 

所在    奈良県大和高田市甘田町 ６６２番地１４、６６２番地１５、６

６２番地１６、６６２番地１７ 

構造    木造セメント瓦葺平家建 

床面積   １４１．６６㎡ 

（専有部分の建物の表示） 

家屋番号  甘田町 ６６２番１４の４   

種類    居宅  

構造    木造セメント瓦葺平家建 

床面積   ３３．７９㎡ 

以上登記簿による表示 

公売財産の概要 

・近鉄南大阪線 高田市駅から南へ約０．８ｋｍの宅地。 

・当該物件は、所有者本人から中井ハウジング宅地建物取引業者に無償貸出中

であるが、双方とも当物件の公売には承諾している。 

・対象物件の家屋は長屋４件の西の端。土地は４筆に分筆されているうちの一

つ。 

・西側に敷地内道路１．４ｍ幅の進入道路有り、家の入口は北側 

・物件について内部の調査は行っていないが、外観から居住用とするには修繕

が必要と考えられる。 

・当該物件は、公道に接していない。 

利用状況・ 

法的規制等 

・都市計画区域   市街化区域 第一種住居地域 

・建ぺい率（指定） ６０％ 

・容積率（指定）  ２００％ 

その他 

公売条件等 

・公売に参加する場合は、事前に公売財産の現況、関係公簿等をご確認くださ

い。 

・境界については、隣接地所有者と協議してください。 

・大和高田市は公売財産の引渡義務を負いません。 

・大和高田市は瑕疵担保責任を負いません。 

・公売物件内の動産類の撤去、カギの受渡し等は、所有者と協議してください。 

 

 

公告第６９号 

公 売 公 告 兼 見 積 価 額 公 告 

 下記により差押財産の公売をしますので、国税徴収法第９５条及び第９９条の規定により公告

します。 

平成３０年９月２５日 

大和高田市長 吉田 誠克   

１ 公売財産の内容 別紙付表のとおり 

２ 公売の方法 入   札 

３ 

公売日時 平成３０年１１月６日 午前１０時００分から 

 入札 
平成３０年１１月６日 午前１０時４０分から午前１１時００分ま

で 
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開札 平成３０年１１月６日 午前１１時００分 

４ 公売場所 橿原市常盤町６０５番地の５ 奈良県橿原総合庁舎 １階 会議室 

５ 
公売保証金 

及び見積価額 
別紙付表のとおり 

６ 
公売保証金 

納付期限 

平成３０年１１月６日 午前１０時００分から午後１０時３０分ま

で 

７ 売却決定 日時 
平成３０年１１月１３日 午前

１０時００分 
場所 

大和高田市収納

対策室 

８ 買受代金納付期限 日時 

平成３０年１１月１３日 午前１１時３０分（ただし、地方

税法第１９条の７第１項ただし書その他の法律の規定に基

づき滞納処分の続行の停止があった場合を除く。） 

９ 
買受人についての

資格その他の要件 
別紙「公売における注意事項」のとおり 

１０ その他 

１．午前１０時までに公売会場に入場し、担当職員の説明を聞いてか

ら入札してください。 

２．公売に参加するためには、上記公売保証金納付期限までに、公売

財産の売却区分ごとに公売保証金を納付いただく必要があります。 

３．次順位買受制度の適用があります。 

４．公売による権利移転に伴う費用（移転登記の登録免許税等）は買

受人の負担となります。 

５．大和高田市は瑕疵担保責任を負いません。 

６．その他については別紙「公売における注意事項」をご覧ください。 

７．公売物件の地図・写真等については大和高田市で閲覧いただけま

す。もしくは、大和高田市ホームページ

（http://www.city.yamatotakada.nara.jp/life/auction.html）で

ご覧いただけます。 

配当を受ける者の権利の申出について 

 公売財産上に質権、抵当権、先取特権、留置権その他この財産の売却代金から配当を受けること

ができる権利を有する者は、売却決定をする日の前日までに、債権現在額申立書によりその内容を

申し出て下さい。 

 なお、債権現在額申立書の用紙は下記担当部署に用意しています。 

※ この公告事項の詳細についてお聞きになりたい方は、下記担当部署までお問い合わせくださ

い。 

大和高田市・収納対策室   ＴＥＬ０７４５－２２－１１０１ （内線２３６） 

公売公告付表 

売却区分 

番   号 
大和高田市－２ 

見積価額 １，４００，０００円 

公売保証金 １４０，０００円 
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公売財産の表示 

（土地の表示） 

所在    奈良県大和高田市蔵之宮町 

地番    １４２番５ 

地目    宅地 

地積    ５８．０７㎡ 

（主である建物の表示） 

所在    奈良県大和高田市蔵之宮町 １４２番地５ 

家屋番号  １４２番５   

種類    居宅  

構造    木造瓦葺２階建 

床面積   １階３４．７６㎡ 

      ２階３１．２７㎡ 

以上登記簿による表示 

公売財産の概要 

・近鉄南大阪線 浮孔駅から西へ約０．６ｋｍ、近鉄南大阪線 高田市駅より

南東へ約１．７ｋｍ(徒歩約２０分) 

・家屋内部の調査はしていないため、存置物があるかは不明。 

・今回の公売は、それぞれの共有土地所有権（持分２分の１ずつ）と建物を一

緒に出品する形になります。 

利用状況・ 

法的規制等 

・都市計画区域   市街化区域 

・用途地域     第一種住居区域 

・建ぺい率（指定） ６０％ 

・容積率（指定）  ２００％ 

・高度地区     １５ｍ 

その他 

公売条件等 

・公売に参加する場合は、事前に公売財産の現況、関係公簿等をご確認くださ

い。 

・大和高田市は公売財産の引渡義務を負いません。 

・境界については、隣接地所有者と協議してください。 

・大和高田市は瑕疵担保責任を負いません。 

・公売財産の家のカギは、本人・市役所とも所有していません。 

・公売物件内の動産類については、所有者から口頭で撤去の承認を 

得ています。 

 

公告第７０号 

入 札 公 告（再度公告） 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成３０年９月２５日 

大和高田市長 吉田 誠克   

１ 件  名 大和高田市立病院医療費自動精算機購入 

２ 履行場所 大和高田市立病院 

３ 履行期限 平成３１年１月２８日（月）まで 

４ 履行内容 入札説明書のとおり 

５ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる全ての要件を

満たしているものとします。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者で

あること。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始

の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

（３）大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成２１年告示第８０号）
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に基づく資格停止措置、その他国又は県による同様の措置を受けてい

る者でないこと。 

（４）大和高田市暴力団排除条例（平成２３年告示第２２号）第２条第

２号に規定する暴力団員（以下同じ。）又は同条第１号に規定する暴

力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者で

ないこと。 

（５）国内の病床数２００床以上の病院で医療費自動精算機導入の受託

実績（平成２５年１０月１日～平成３０年９月３０日の間で３件以上

導入した実績）を有する者であること。 

６ 競争入札参加資格の

申請 

本件競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり条件付き一

般競争入札参加資格確認申請書（以下｢申請書」という。）及び資料を提

出し、競争入札参加資格についての確認を受けなければなりません。ま

た、期限までに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札参

加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができませ

ん。 

（１）申請書は本市指定様式によるものとします。様式については、大

和高田市立病院ホームページに掲載（ダウンロード可能）しています。 

（２）必要書類として次に掲げるものを申請書と同時に提出してくださ

い。 

  ア）５（４）に係る暴力団排除に関する誓約書。暴力団排除に関す

る誓約書は、本市指定様式によるものとし、様式については、

（１）の申請書と同様に大和高田市立病院ホームページに掲載し

ています。 

イ）５（５）については実績を証明できる書類又は契約書の写しの

提出（病院名の一覧のみの記載は不可） 

ウ）履歴事項全部証明書（発行後３ヶ月以内のもの） 

エ）印鑑証明書（発行後３ヶ月以内のもの） 

 上記ウ）、エ）は、平成３０年度大和高田市競争入札参加資格者

名簿又は大和高田市立病院競争入札参加資格者名簿に登録され

ている者については、提出の必要はありません。 

（３）申請書等の提出は、持参に限るものとし、郵送又はＦＡＸによる

ものは受け付けません。 

（４）受付期間 

平成３０年９月２５日（火）から平成３０年１０月３日（水）まで。 

ただし、土曜日及び日曜日を除きます。 

（５）受付時間 

午前９時から午後５時まで 

（６）受付場所 

大和高田市礒野北町１番１号 

大和高田市立病院 医事課 

７ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うものと

し、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成３０年１０月１６日（火） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、条件付き一般競争入札参加資格確

認通知書を送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書を

送付します。 

８ 入札説明書（仕様書）

等の配布 

入札説明書（仕様書）等の配布は、次のとおり行います。 

 仕様書等の必要書類は、大和高田市立病院ホームページへ掲載しま
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す。 

 本入札への参加を希望する事業者は、同ホームページ「新着情報・ト

ピックス」欄から必要書類をダウンロードし、取得すること。（ホーム

ページアドレス http://ym-hp.yamatotakada.nara.jp/） 

（１）掲載期間 

平成３０年９月２５日（火）から平成３０年１０月３日（水）まで 

（２）問い合わせ先 

大和高田市礒野北町１番１号 大和高田市立病院 医事課 

ＴＥＬ：０７４５－５３－２９０１ 

ＦＡＸ：０７４５－５３－２９０８ 

９ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑は、大和高田市立病院ホームペ

ージに掲載の質疑応答票によりＦＡＸ又はメールで、次のとおり行いま

す。 

（１）受付期間 

平成３０年９月２５日（火）から平成３０年１０月５日（金）まで 

（２）受付時間 

午前９時から午後５時まで 

（３）送信先 

大和高田市立病院 医事課 

ＦＡＸ ０７４５－５３－２９０８ 

Ｍａｉｌ    iji@ym-hp.yamatotakada.nara.jp 

（４）回答方法及び期日 

回答は、ＦＡＸ又はメールによるものとし、平成３０年１０月９日

（火）午後５時までとします。また、回答は原則質問者に対してのみ

行います。 

１０ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成３０年１０月２３日（火）入札執行日の前日であるため、この

日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 市立病院医事課 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便に

よるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

１１ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、契約希望金額の１０８分の１００に相当する金

額を記載してください。 

１２ 入札保証金 免除します。ただし、落札者が契約を締結しない場合、大和高田市契

約規則（平成１１年規則第９号）第９条第２項の規定により入札金額の

１００分の５に相当する金額を違約金として徴収します。また、大和高

田市入札参加資格停止措置要綱の規定に基づく入札参加資格停止の措

置を講じることとなります。 

１３ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び虚

偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、入札

時点において５に示した参加資格要件を満たさなくなったもののし

た入札 

http://ym-hp.yamatotakada.nara.jp/
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１４ 開札の日時等 入札の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成３０年１０月２４日（水）午後１時３０分 

（２）場所 

大和高田市立病院 西館 地域医療室（第３研究室） 

１５ 落札者の決定 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入札

を行った者とします。 

１６ 契約保証金 免除します。 

１７ 最低制限価格 設定しません。 

１８ 開札結果等の公表 開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、大和高田市立病院医事課

において一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市立病院ホ

ームページで公表します。 

１９ その他 （１）個人による申請は受け付けません。 

（２）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（３）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができないと

きは、開札を中止します。 

（４）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

公告第７１号 

入 札 公 告 

次のとおり条件付き一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の６第１項及び大和高田市契約規則（平成１１年規則第９号）第７条の規定に基づき公告

します。 

平成３０年９月２７日 

大和高田市長 吉田 誠克   

１ 件  名 サーバ等機器一式のリース契約に係る納入業者決定 

以下２案件 

① 大和高田市地理情報システム(ＧＩＳ)サーバ等機器一式 

② 大和高田市土地家屋台帳履歴管理システムサーバ等機器一式 

２ 契約期間 ①納入期限 ：平成３１年１月７日 

リース期間：平成３１年２月１日から平成３６年１月３１日まで 

②納入期限 ：平成３１年１月１５日 

リース期間：平成３１年２月１日から平成３６年１月３１日まで 

３ 業務内容等 入札説明書（仕様書）のとおり 

※本件は、リースの対象となる物品の納入業者及び納入価格を決定す

るものです。 

４ 入札参加資格要件 この競争入札に参加することができる者は、次に掲げる要件を全て

満たしているものとします。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者

であること。 

（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開

始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこ

と。 

（３）入札日において、大和高田市入札参加資格停止措置要綱（平成

２１年告示第８０号）に基づく資格停止措置を受けている者でない

こと。 

（４）（１）に該当する者のほか、大和高田市契約関係暴力団排除措置

要綱（平成１５年告示第２５号）第２条第４号又は第５号に該当す

る者でないこと。 
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（５）大和高田市物品購入等競争入札参加資格者登録名簿の「文具・

事務用機器（ＯＡ機器、ソフト）」又は「役務提供（電算業務）」に

登録している者であること。 

（６）奈良県内に本店又は支店等（委任先に限る。）を有する者である

こと。 

５ 競争入札参加資格確

認の申請 

この競争入札に参加しようとする者は、次に掲げるとおり必要書類

（以下｢申請書等」という。）を参加しようとする入札案件ごとに提出

し、競争入札参加資格についての確認を受けなければなりません。ま

た、期限までに申請書等を提出しない者又は入札日において競争入札

参加資格がないと認められた者は、競争入札に参加することができま

せん。 

（１）様式については、大和高田市ホームページの「入札･契約情報」

欄に掲載（ダウンロード可能）するとともに、契約監理室にも備え

付けています。 

（２）必要書類は、次のとおりとします。 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（指定様式） 

② 暴力団排除に関する誓約書（指定様式） 

（３）申請書等の提出は、持参又は郵送（「一般書留郵便」又は「簡易

書留郵便」に限る。）とします。 

（４）受付期間 

平成３０年９月２８日（金）から平成３０年１０月９日（火）ま

で。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除きます。 

郵送の場合、平成３０年１０月５日（金）必着のものまで受付可

とします。 

（５）受付時間 

午前８時３０分から午後５時１５分まで。ただし、正午から午後

１時までを除きます。 

（６）提出場所 

  〒６３５－８５１１ 

大和高田市大字大中１００番地１ 

大和高田市役所 別棟１階 環境建設部契約監理室 

６ 競争入札参加資格の

確認通知 

競争入札参加資格の確認は、申請書等の提出期限をもって行うもの

とし、その結果は、郵送により通知します。 

（１）郵送日 

平成３０年１０月１０日（水） 

（２）競争入札参加資格を認めた場合の通知 

参加資格を認めた者に対しては、競争入札参加資格確認通知書を

送付します。 

（３）競争入札参加資格を認めなかった場合の通知 

参加資格を認めなかった者に対しては、その理由を付した通知書

を送付します。 

７ 入札説明書（仕様書）

についての質疑応答 

入札説明書（仕様書）についての質疑及び応答は、ＦＡＸにより、

次のとおり行います。（質疑応答票は市様式又は任意とし、市様式は本

市ホームページに掲載しています。） 

（１）受付期限 

平成３０年１０月１５日（月）午後５時１５分まで 

（２）送信先 

大和高田市役所 環境建設部契約監理室 

ＦＡＸ ０７４５－４９－００５３ 

（３）回答期限 

平成３０年１０月１６日（火）午後５時１５分まで 

回答は、原則質問者に対してのみ行います。 



平成３０年１０月１０日（水） 大 和 高 田 市 公 報 第３４７号 

 23 

８ 入札書の提出方法 入札書は、次のとおり郵送により受け付けるものとします。 

（１）期限 

平成３０年１０月１８日（木）まで。入札執行日の前日であるた

め、この日の翌日以降に到着した入札書は無効とします。 

（２）郵送先 

〒６３５－８７９９ 

大和高田市神楽２－７－４６ 日本郵便株式会社大和高田郵便局

留 

大和高田市 契約監理室 

（３）郵送方法 

不着等の事故を防ぐため、一般書留、簡易書留又は特定記録郵便

によるものとし、郵送に係る費用は、入札者の負担とします。 

９ 入札書への記載 入札書へは、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、消費税及び地方消費税を除く見積金額を記

載してください。 

１０ 入札保証金 免除します。 

１１ 開札の日時等 入札書の開札は、次のとおり行います。 

（１）日時 

平成３０年１０月１９日（金）午前１０時００分から 

（２）場所 

大和高田市役所 別棟２階 会議室 

（３）開札結果等の公表 

開札結果及び契約内容は、落札者が決定後、契約監理室において

一般の閲覧に供するとともに、開札結果を大和高田市ホームページ

で公表します。 

１２ 入札の無効 無効の入札については、次のとおりとします。 

（１）大和高田市契約規則第１２条の規定に該当する入札 

（２）公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者及び

虚偽の申請を行った者の入札並びに入札に関する条件に違反した入

札 

（３）競争入札の参加資格があることを確認された者であっても、落

札者の決定前に４に示した参加資格要件を満たさなくなったものの

した入札 

１３ 落札者の決定等 落札者は、予定価格の制限の範囲内において最低の価格をもって入

札を行った者とします。 

１４ その他 （１）大和高田市入札者心得に準拠する。 

（２）天災その他やむを得ない事由により開札を行うことができない

ときは、開札を中止します。 

（３）詳細は入札説明書（仕様書）によります。 

 

 

 

教育委員会規則第２号 

 児童ホーム設置条例施行規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

  平成３０年９月２７日 

大和高田市教育委員会教育長 早川 博   

   児童ホーム設置条例施行規則の一部を改正する規則 

 児童ホーム設置条例施行規則（平成１３年教育委員会規則第７号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項の表中 

「 

教育委員会 
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片塩児童ホーム ４０人 

」を 

「 

片塩第１児童ホーム ４０人 

片塩第２児童ホーム ４０人 

」に、 

「 

浮孔児童ホーム ５０人 

」を 

「 

浮孔児童ホーム １００人 

」に、 

「 

菅原児童ホーム ４０人 

」を 

「 

菅原第１児童ホーム ４０人 

菅原第２児童ホーム ４０人 

                                      」に改め、同条

第２項中「前項の規定にかかわらず、」の次に「教育委員会は、」を加え、「あり、大和高田市教育委員

会（以下「教育委員会」という。）が必要な措置を講じることができる場合には」を「あった場合に

おいて、施設の整備、放課後児童支援員の確保その他の必要な措置を講じることができるときは」に

改める。 

   附 則 

この規則は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 

教育委員会告示第１４号 

 大和高田市教育委員会９月定例委員会を下記のとおり招集する。 

  平成３０年９月１８日 

大和高田市教育委員会 教育長 早川 博   

記 

 日 時  平成３０年９月２７日（木）午後３時００分～ 

 場 所  さざんかホール ４階 会議室 

 議 案  第１号 大和高田市教育委員会臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示

（案）について 

      第２号 児童ホーム設置条例施行規則の一部を改正する規則（案）について 

第３号 後援願いについて 

第４号 その他 

 

教育委員会告示第１５号 

 大和高田市教育委員会臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  平成３０年９月２７日 

大和高田市教育委員会教育長 早川 博   

   大和高田市教育委員会臨時職員の任用等に関する要綱の一部を改正する告示 

 大和高田市教育委員会臨時職員の任用等に関する要綱（平成１６年教育委員会告示第５号）の一部
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を次のように改正する。 

 別表中「６，２００円」を「６，４００円」に、「７９０円」を「８２０円」に改める。 

   附 則 

この告示は、平成３０年１０月１日から施行する。 

 

 

 

選挙管理委員会告示第１３号 

平成３０年９月３日現在の大和高田市の議会の議員及び長の選挙権を有する者の総数の３分の１、

６分の１及び５０分の１の数は、次のとおりである。 

  平成３０年９月３日  

大和高田市選挙管理委員会委員長 松村 惠由   

          ３分の１の数   １８，９５０ 人 

          ６分の１の数    ９，４７５ 人 

         ５０分の１の数    １，１３７ 人 

 

選挙管理委員会告示第１４号 

大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する規程

を次のように定める。 

  平成３０年９月３日  

大和高田市選挙管理委員会委員長 松村 惠由   

大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する規

程 

（趣旨) 

第１条 この規程は、大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の

公営に関する条例（平成３０年条例第１号。以下「条例」という。）の施行について、選挙運動用ビ

ラ（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第１４２条第１項第６号のビラをいう。以下同じ。）

の作成の公営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（選挙運動用ビラの作成の契約締結の届出) 

第２条 条例第２条の規定の適用を受けようとする者は、条例第３条に規定する有償契約を締結した

場合は、速やかに（立候補の届出前に当該契約を締結した場合は、立候補の届出後速やかに）ビラ

作成契約届出書（様式第１号）に当該契約に関する書面の写しを添えて条例第３条の規定により届

け出なければならない。 

（選挙運動用ビラの作成の公営の確認申請等) 

第３条 候補者（前条の規定による届出をした者に限る。以下同じ。）は、条例第４条の規定による確

認を受けようとする場合は、ビラ作成枚数確認申請書（様式第２号）により市選挙管理委員会（以

下「委員会」という。）に確認の申請をしなければならない。 

２ 委員会は、前項の申請を確認した場合は、ビラ作成枚数確認書（様式第３号）を候補者に交付す

るものとする。 

（契約業者へのビラ作成枚数確認書の提出） 

第４条 候補者は、前条第２項に規定する確認を受けた場合は、速やかに同項のビラ作成枚数確認書

を条例第３条に規定する有償契約を締結したビラの作成を業とする者（以下「契約業者」という。）

に提出しなければならない。 

（契約業者へのビラ作成証明書の提出) 

第５条 候補者は、作成された選挙運動用ビラを受け取った後、ビラ作成証明書（様式第４号）を契

選挙管理委員会 
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約業者に提出しなければならない。 

（請求書の提出) 

第６条 契約業者は、条例第４条の請求をしようとする場合は、請求書（ビラの作成）（様式第５号）

に第３条第２項のビラ作成枚数確認書及び前条のビラ作成証明書を添えて大和高田市長に提出しな

ければならない。 

附 則 

 この規程は、公布の日から施行する。 

 

 

様式第１号（第２条関係） 

ビラ作成契約届出書  

  

次のとおり選挙運動用ビラの作成契約を締結したので、届け出ます。  

    年  月  日 

                  年  月  日執行          選挙 

候補者                ○印  

 大和高田市選挙管理委員会  

 委員長              殿  

  

記   

契約年月日  

契約の相手方の氏名又は名称

及び住所並びに法人にあって

はその代表者の氏名  

契 約 内 容  

備 考  

作成契約枚数 作成契約金額  

               

               

               

備考  契約届出書には、契約書の写しを添付してください。 

 

 

様式第２号（第３条関係)  

ビラ作成枚数確認申請書 

 

次の選挙運動用ビラ作成枚数につき、大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運

動用ビラの作成の公営に関する条例第４条の規定により確認を受けたいので、申請します。  

    年  月  日 

大和高田市選挙管理委員会委員長 殿 

                   年  月  日執行          選挙 

候補者                ○印  
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記  

１ 契約年月日  

      年   月   日 

２ 契約の相手方の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名   

                                     

３ 確認申請枚数   

                     枚 

区  分  作成枚数 左のうち確認済又は確認申請枚数  

前回までの累積枚数(a)  枚 枚 

今回の枚数    (b)  枚 枚 

枚数計    (a)＋(b)  枚 枚 

備  考        

備考 

１ この申請書は、契約業者ごとに別々に候補者から大和高田市選挙管理委員会へ提出してください。 

２ この申請書は、選挙運動用ビラ作成枚数について公費負担の対象となるものの確認を受けるため
のものです。 

３ 「前回までの累積枚数」には、他の契約業者によって作成された枚数も含めて記載してください。 

 

 

様式第３号（第３条関係) 

確認番号第    号  

ビラ作成枚数確認書  

 

大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する条例

第４条の規定に基づき、次の選挙運動用ビラ作成枚数は、同条に定める枚数の範囲内のものであるこ

とを確認する。  

    年  月  日 

  大和高田市選挙管理委員会委員長  

 印   

  

１      年    月   日執行         選挙  

２ 候補者の氏名            

３ 確認枚数                 枚 

 

備考 

１ この確認書は、選挙運動用ビラ作成枚数について確認を受けた候補者から契約業者に提出してく

ださい。 
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２ この確認書を受領した契約業者は、公費の支払の請求をする場合には、ビラ作成証明書とともに

当該確認書を請求書に添付してください。 

３ この確認書に記載された候補者について供託物が没収された場合には、契約業者は、大和高田市

に支払を請求することはできません。  

 

 

様式第４号（第５条関係）  

ビラ作成証明書  

 

次のとおりビラを作成したものであることを証明します。  

    年  月  日 

            年  月  日執行          選挙 

                       候補者                  ○印 

 

記  

 

契約業者の氏名又は名称及び住所並びに法人

にあってはその代表者の氏名    

作  成  枚  数  枚 

作  成  金  額  円 

備        考    

備考 

１ この証明書は、作成の実績に基づいて、契約業者ごとに別々に作成し、候補者から契約業者に提

出してください。 

２ 契約業者が大和高田市に支払を請求するときは、この証明書を請求書に添付してください。 

３ この証明書を発行した候補者について供託物が没収された場合には、契約業者は、大和高田市に

支払を請求することはできません。 

４ １人の候補者を通じて公費負担の対象となる枚数及びそれぞれの契約に基づく公費負担の限度額

は、次のとおりです。 

 （１） 枚 数         枚 （        選挙） 

 （２） 限度額   ７円５１銭（単価）×当該作成枚数＝限度額 

 

 

様式第５号（第６条関係）  

請    求    書  

（ビラの作成）  
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大和高田市議会議員及び大和高田市長の選挙における選挙運動用ビラの作成の公営に関する条例

第４条の規定に基づき、次の金額の支払を請求します。  

    年  月  日 

 大和高田市長 殿        

                      氏名又は名称及び住所並びに法人 

にあってはその代表者の氏名                  ○印   

 

記  

１ 請求金額                円  

２ 内訳  

作成単価        円 

（７円５１銭を限度とする）  × 
作成枚数         枚  

（ビラ作成枚数確認書における確認枚数を限度とする） 

３     年  月  日執行          選挙  

４ 候補者の氏名  

５ 金融機関名、口座名及び口座番号  

金融機関名  
銀    行 
信用金庫
農   協 

本・支店名  本・支店 

金 融 機 関 
コ  ー  ド  

  支店コード    

預 金 種 目  １ 普通   ２ 当座 口座番号    

ふ り が な      

口  座  名      

※この請求についての連絡先をご記入ください。  

電話番号    事務担当者    

備考 

１ この請求書は、候補者から受領したビラ作成枚数確認書及びビラ作成証明書とともに選挙の期日

後速やかに提出してください。 

２ 候補者が供託物を没収された場合には、大和高田市に支払を請求することはできません。 

３ この請求書には、作成したビラの見本１枚（２種類の場合には各１枚）を添付してください。  

 

選挙管理委員会告示第１５号 

大和高田市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

平成３０年９月６日  

大和高田市選挙管理委員会 委員長 松村 惠由   

１． 日  時  平成３０年９月１２日（水） 午前１０時００分 

２． 場  所  大和高田市大字大中１００番地１ 

         大和高田市役所 ３階 東会議室 

３． 議  案  第１号 裁判員候補者予定者及び検察審査員候補者予定者について 

第２号 その他 
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監査委員告示第２号 

 地方自治法第１９９条第７項の規定により、平成２９年度出資団体の監査を実施したので、その結

果を同条第９項の規定により公表します。 

  平成３０年９月２６日 

大和高田市監査委員  田中 俊男   

                                                同          森本 尚順   

第１．監査の概要 

 １．監査の対象  大和高田市土地開発公社 

           平成２９年度 出納その他の事務 

 ２．監査の期間  平成３０年７月１日～平成３０年７月３１日 

 ３．監査の結果   今回の監査は、平成２９年度の決算状況及び財務諸表等の資料、書類につい

て照合、点検及び事情聴取等により実施した。その概要と結果については、次

のとおりである。 

（注） 文中に用いる金額及び各表中に表示する数値の単位は、原則として小数点以下第２位を四捨

五入とした。 

第２．事業の概要 

１．事業の目的 

   大和高田市土地開発公社（以下「公社」という。）は、公共用地等の取得に対処し、「公有地の

拡大の推進に関する法律」を根拠として、大和高田市における公共用地の先行取得、管理、処分

等をおこなうことにより、効果的かつ計画的な土地利用を推進し、地域の秩序ある都市整備と住

民福祉の増進に寄与することを目的として設立されたものである。 

なお、公共用地の先行取得として買収した近鉄高田駅北側公共用地の適正な維持管理をおこな

うため、営業外事業として臨時有料駐車場を開設している。 

２．設立と沿革 

前述の事業を目的として、昭和４８年１月３１日に奈良県知事の許可を受け、財団法人大和高

田市開発公社を組織変更して、特別法人大和高田市土地開発公社を設立したものである。 

なお、基本財産５００万円は全額大和高田市よりの出資金であり、その事務所は大和高田市役

所内に設置されている。 

３．組織 

公社の管理組織は、下記のとおり理事会の下に事務局を置き、公社職員数は平成３０年３月３

１日現在、大和高田市からの派遣職員５名（５名兼務）をもって構成されている。 

（管理組織図）  

 

 

 

 

 

 

 

 

   理  事  長  １ 名 
     
    副 理 事 長  １ 名 
理 事 会         常 務 理 事  １ 名 
     
    理     事  ６ 名 
     
    

監     事  ２ 名 
  

  
 

理事長  副理事長  常務理事  事務局長  事務局長補佐  庶務係 

     

監査委員 
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４．事業実施状況 

平成２９年度の事業実施状況は、次のとおりである。 

（１） 取得 

事 業 名 面 積（㎡） 取得価格（円） 備考 

大和高田・当麻線街路事業 

用地(大字市場) 
１，０５２．５６ ２７９，６５２，２６６ 

  

合        計 １，０５２．５６ ２７９，６５２，２６６   

（２） 売却 

事 業 名 面 積（㎡） 売却価格（円） 備考 

大和高田・当麻線街路事業 

用地(大字市場) 
７２．８７ ５，１４１，１４６ 

  

合        計 ７２．８７ ５，１４１，１４６   

第３．計数及び預金等の確認 

   本年度の財務諸表の計数、総勘定元帳、補助簿及び証ひょう書類と照合し、預金については在

高証明書により確認したところ、計数は正確であることが認められた。 

第４．財務に関する事務について 

財務に関する事務については、適正に処理されていた。 

第５．むすび 

本年度は、大和高田・当麻線街路事業用地の先行取得及び市による一部買戻しがおこなわれ、

その結果、資産残高及び借入金残高の増加となっている。資金調達にあたっては、借入利率の動

向に注視し、借入先と十分な協議をおこない、調達コストの低減を図りながら、計画的な都市環

境整備に努められたい。 

また、長期保有資産については、有効活用と適正な処分について調査・検討を図り、効率的な

経営の健全化に努力されたい。 

 

 

 

農業委員会告示第８号 

大和高田市農業委員会９月定例委員会を次のとおり招集する。 

  平成３０年８月２９日 

大和高田市農業委員会 会長 今村 平治郎   

記 

日  時  平成３０年９月７日（金）午後３時 

場  所  市役所 ３階 東会議室 

議  案 

第１号  農地法第３条第１項の規定についての申請の件 

第２号  農地法第５条規定による申請の件 

第３号  農業経営基盤強化促進法第１８条第１項規定による農用地利用集積計画について 

第４号  農地中間管理事業の推進に関する法律第１９条による農用地利用配分計画につい 

    て 

第５号  その他 

 

農業委員会告示第９号 

大和高田市農業委員会１０月定例委員会を次のとおり招集する。 

  平成３０年９月２６日 

農業委員会 
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大和高田市農業委員会会長 今村 平治郎   

記 

日  時  平成３０年１０月１０日（水）午後３時 

場  所  市役所 ３階 東会議室 

議  案 

第１号  農地法第３条第１項について申請の件 

第２号  農地法第４条規定による申請の件 

第３号  農地法第５条規定による申請の件 

第４号  農地法第１８条第６項について通知の件 

第５号  農業振興地域の整備に関する法律第１３条による計画変更の協議について 

第６号  その他 

 

 

 

上下水道事業告示第１８号 

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第５条の規定

により、次の者を大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者に指定したので、同規程第１０条第１

号の規定により告示する。 

平成３０年９月３日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 吉田 誠克   

業者名        代表者名      所在地 

旭住設（株）    安川 裕晶    奈良県御所市６１８番地 

 

上下水道事業告示第１９号 

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第５条の規定

により、次の者を大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者に指定したので、同規程第１０条第１

号の規定により告示する。 

平成３０年１０月１日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 吉田 誠克   

業者名         代表者名     所在地 

小原工業（株）    河田 真彰    大阪市住之江区西住之江２－１－８ 

 

上下水道事業告示第２０号 

大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者規程（平成１０年企業管理規程第２号）第５条の規定

により、次の者を大和高田市水道事業指定給水装置工事事業者に指定したので、同規程第１０条第１

号の規定により告示する。 

平成３０年１０月１日 

（上下水道事業管理者） 

大和高田市長 吉田 誠克   

業者名           代表者名    所在地 

（株）ｻﾝﾘﾌﾚﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ  栗原 将    東京都渋谷区東１－２６－２０ 

                    東京建物東渋谷ビル１２ 

公営企業 


